
Ⅴ 投資・財政計画

〇令和3（2021）年度から令和12（2030）年度までの本経営戦略計画期間における投資・財政計画については、本経営戦略に掲げ
た各取組を踏まえ、乗⾞料収⼊等を適切に算定し、策定しました。

〇今後、⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の進⾏により、厳しい経営環境が想定される中、本経営戦略を着実に推進し、バス路線の維持やサービス
レベルの維持・向上、一層の経営改善に取り組むとともに、経営安定化のための一般会計からの支援を受けることにより、計画期間内での
収支均衡及び資⾦不⾜の解消を図ります。

〇本経営戦略を着実に実⾏することにより、「市⺠の⾜」としての役割を担い、安定した事業運営を⾏っていくため、毎年度、各取組の実施状
況等についてフォローアップを⾏い、学識経験者等を委員とする「⻘森市⾃動⾞運送事業運営審議会」へ報告するとともに、ご意⾒をいただ
きながら必要な⾒直しを⾏うなど、適切に進⾏管理を⾏い、状況変化に応じて柔軟に、スピード感をもって事業運営を⾏っていきます。

〇進捗状況については、ホームページにおいて公表することとし、利⽤者の皆様へ情報提供を⾏います。
〇本経営戦略については、計画期間の中間年となる令和7（2025）年度に、社会情勢の変化や取組の進捗状況を踏まえ、必要に応じて

⾒直しを⾏います。

⻘森市企業局交通部管理課 〒039-3503 ⻘森市野内字菊川47－1
TEL 017-726-5441 FAX 017-726-5475
E-mail kotsu-kanri@city.aomori.aomori.jp

Ⅵ 経営戦略の着実な推進に向けて

⻘森市⾃動⾞運送事業経営戦略（2021-2030）［概要版］

Ⅰ 経営戦略策定の背景と位置づけ

１ 経営戦略策定の背景
〇公営企業を取り巻く経営環境は、今後の急速な⼈⼝減少等に伴うサービス需要の減少などにより厳しさを増しており、各公営企業が

将来にわたって住⺠⽣活に重要なサービスの提供を安定的に継続することが可能となるよう、国（総務省）においては、中⻑期的な経
営の基本計画である『経営戦略』の策定を要請しています。

〇本市⾃動⾞運送事業の経営改善に向けて、今、できるところは速やかに取り組むとともに、「市⺠の⾜としてのバス交通を将来にわたっ
ても維持していくため」の新たな取組にも挑戦するため、平成30年2⽉に、令和2年度までの3年間を計画期間とする「⻘森市交通事
業経営改善計画〜チャレンジプラン2017〜」を策定し、様々な取組を進めてきたところであり、その成果なども含めて検討を⾏うとともに、
⻘森市⾃動⾞運送事業運営審議会からの答申を踏まえ、将来想定される経営環境の変化に対応し、「市⺠の⾜」としてのバス交通を
将来にわたって維持していくため、『経営戦略』を策定します。
２ 経営戦略の位置づけ
〇本経営戦略は、本市⾃動⾞運送事業の経営⽅針や施策などを定めるもので、国（総務省）から策定を要請されている『経営戦略』

として位置づけます。
〇本市総合計画に掲げる『持続可能な都市づくり』に向け、「⻘森市⽴地適正化計画」及び「⻘森市地域公共交通網形成計画」との

整合を図ります。
３ 計画期間
令和3（2021）年度から令和12（2030）年度までの10年間

Ⅱ 市営バス事業の現状と課題について
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⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の進⾏により、当⾯、⾼齢者の利⽤は増加が⾒込まれるものの、一⽅で、通勤・通学
の利⽤者の減少が⾒込まれ、利⽤者全体としても減少することが⾒込まれます。

⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の
進⾏

⾼齢化、ノーマライゼーションが進展する中、⾼齢者や障がいのある⽅に安全・安⼼に利⽤していただけるよう、
バス事業者として対応していく必要があります。

⾼齢化、ノーマライゼーショ
ンの進展

バス運転乗務員などの⼈材不⾜の深刻化や⾞両、施設・設備等の⽼朽化への対応など、経営資源を維持し
ていくことが厳しくなっています。

経営資源の維持環境が
厳しくなっている

利⽤者の減少により乗⾞料収⼊の減収が⾒込まれるほか、市の厳しい財政状況を考慮すると、これまで以上
の市からの支援は難しくなることが想定されます。

⾏財政運営環境が厳しく
なっている

公共交通機関として、地域内の交通ネットワークを維持していくための役割を担っており、安全・安⼼な輸送
サービスの提供、観光客への対応や福祉政策などを含めたまちづくりへの対応など、社会的な要請への対応が
求められています。

公共交通機関としての社
会要請の⾼まり

⾼齢化社会を迎え、また、社会的意識としてノーマライゼーションの進展を踏まえ、⾼齢者など交通弱者の交
通手段を確保していく必要があります。

⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の進⾏により、利⽤者の減による乗⾞料収⼊の減収が⾒込まれ、今後の事業運営に
影響を及ぼす可能性があります。①利⽤者減による収⼊減

②交通弱者の交通手段
確保

安全・安⼼に対する意識が⾼まっており、安全運転はもちろんのこと、危険運転や⾃然災害、新型コロナウイル
スを想定した「新しい⽣活様式」への対応など、多様化するリスクへの対策強化が求められています。

通勤や通学、通院や買い物などの利⽤のみならず、⾼齢者や障がいのある⽅の利⽤を想定した様々なニーズ
に対応した利⽤環境の充実を図っていく必要があります。

③利⽤者ニーズに対応し
た利⽤環境の充実

④「安全・安⼼」の強化

⾞両や施設・設備等については、⽼朽化が進んでいるものがあり、更新等には多額の費⽤が必要となることか
ら、安定した事業運営のためには、⻑期的な視点に⽴ち、計画的・効率的に対応していく必要があります。

全国的にバス運転乗務員等の確保が難しい状況となっており、また、在職者の平均年齢も上昇しているなど、
安定した運⾏体制を維持していくための対策を講じていく必要があります。

⑤安定した運⾏体制の
維持

⑥⾞両、施設・設備等の
⽼朽化

安定した持続性のある事業運営のためには、これまで以上に経営改善に取り組みながら、収支均衡・資⾦不
⾜解消を図り、経営を健全化していく必要があります。

今後、乗⾞料収⼊の減収が⾒込まれる中、⽣産性を⾼めていくことが求められ、更なるコスト縮減を進めていく
必要があります。⑦運⾏コストの縮減

⑧経営の健全化

公共交通機関として、域内交通ネットワークの確保や⾏政施策と連携した取組など、公共的サービスを担って
いくため、市のまちづくり施策等との連携を図っていく必要があります。⑨まちづくり施策との連携
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収益的 
収支 

収⼊ 営業収益 乗⾞料収⼊ 
H31(2019).1〜R1(2019).12 実績をベースに将来⼈⼝推計により算定しています。 
なお、R2 及び R3 については、新型コロナウイルス感染症による利⽤者減少の影響を 
想定して算定しています。 

支出 営業費⽤ 

職員給与費 
バス運転乗務員等については退職者不補充を継続するとともに、運⾏に必要な職員数に
より算定しています。 

その他経費 本経営戦略の取組を反映して算定しています。 

減価償却費 投資に係る償却額を反映して算定しています。 

資本的 
収支 

収⼊ 支出に応じて補助⾦や企業債等の財源を算定しています。 

支出 ⾞両更新や施設・設備の更新等については、優先度を考慮し、計画的に実施することとしています。 

 
（単位︓百万円）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12
(2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030)

1,852 1,836 1,863 1,819 1,809 1,780 1,744 1,707 1,675 1,639 1,621

1,144 1,276 1,432 1,421 1,411 1,401 1,387 1,374 1,360 1,346 1,333

337 306 614 403 330 327 231 199 196 127 147

159 121 117 100 117 112 102 88 67 33 35

2,348 2,263 2,594 2,322 2,256 2,219 2,077 1,994 1,938 1,799 1,803

2,289 2,192 2,425 2,235 2,136 2,027 1,898 1,851 1,799 1,749 1,736

35 99 24 22 22 21 18 14 12 10 12

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,324 2,291 2,449 2,257 2,158 2,048 1,916 1,865 1,811 1,759 1,748

24 △ 28 145 65 98 171 161 129 127 40 55

2,209 2,237 2,092 2,027 1,929 1,758 1,597 1,468 1,341 1,301 1,246

586 1,254 416 394 302 293 274 244 228 205 190

586 1,254 462 440 348 340 320 290 274 251 236

9.9% 8.9% 7.9% 6.9% 5.9% 4.9% 3.9% 2.9% 1.9% 0.9% 0.0%

1,661 2,001 1,422 1,264 1,276 1,294 1,192 1,139 1,115 1,010 1,026

累 積 ⽋ 損 ⾦

資本的収支
（税込）

資　本　収　入
資　本　支　出

一　般　会　計　負　担　額

資　⾦　不　⾜　⽐　率
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合　計

事
業
費
用

営 業 費 ⽤

営業外費⽤

特 別 損 失

合　計

うち乗⾞料収⼊

純　損　益

※R2.9末時点の試算額

資料１
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Ⅲ 経営戦略の策定について

経 営 方 針

Ⅳ 経営戦略における取組

（1）経費の抑制
厳しい経営環境を踏まえ、一層の経営効率化を図るため、以下の事項に取り組み、経費の抑制に努めます。
①⼈件費の適正化 ②⾞両・施設管理マネジメントの推進【拡充】 ③運⾏の効率化【拡充】

（2）広告事業等の強化
安定した収⼊の確保を図るため、以下の事項に取り組み、広告収⼊などの運送収益以外の収⼊の増加を図ります。
①広告事業の強化【拡充】 ②保有資産の有効活⽤

（3）⺠間活⼒の活用推進
公共交通の維持と効率的で持続性のある経営基盤の構築のために、⺠間活⼒の活⽤を推進します。
①委託運⾏の推進 ②市バス等との連携

（4）人材確保策の強化
全国的にバス運転乗務員等の⼈材不⾜が課題となっている中、安定した運⾏体制を維持していくため、以下の事項に取り組み、⼈

材確保策の強化を図ります。
①新たな雇⽤形態の実施 ②若年・⼥性⼈材の確保・育成【拡充】

（1）まちづくり施策との連動
公営の交通事業者としての役割を踏まえ、市内のバス交通の⼤半を占めるバス事業者としての利点を活かしながら、以下の事項に

取り組み、まちづくり施策との連携に努めます。
①都市づくり施策との連携強化 ②観光・産業施策との連携強化 ③福祉・定住施策との連携強化
④環境施策との連携強化【拡充】

（2）利用者ニーズの把握・喚起
お客様に便利で利⽤しやすいサービスを提供するため、以下の事項に取り組み、利⽤者ニーズの把握・喚起に努めます。
①広聴機会の創出 ②要望・意⾒対応の強化 ③効果的な情報発信

（3）モビリティマネジメントの推進
厳しい経営状況にある市営バスが、継続して「市⺠の⾜」としての役割を担っていくためには、一⼈でも多くのお客様に市営バスを利⽤

していただくことが必要であることから、以下の事項に取り組み、⾃家⽤⾞からバス利⽤への⾃発的な⾏動変化を促すモビリティマネジメ
ントを推進します。
①学校教育との連携 ②企業等との連携 ③市営バスへの愛着醸成【拡充】

3 効率的で持続性のある経営基盤の構築

４ 市⺠に支えられる社会性の向上

（1）安全運⾏の推進
交通事業者の最⼤の使命である輸送の安全確保に向けて、お客様が安⼼して目的地まで移動できるように、以下の事項に取り組

み、安全運転の徹底を図ります。
①安全運転マネジメントの強化【拡充】 ②エコドライブの推進 ③運転研修の充実【拡充】

（2）バリアフリー化の推進
⾼齢化やノーマライゼーションの進展にあわせ、バスの乗降に不安を抱えている⾼齢者や障がいのある⽅などが、安全・安⼼にご利⽤

できるよう、以下の事項に取り組み、ハード・ソフト一体となったバリアフリー化をより一層推進します。
①ノンステップバスの拡充【拡充】 ②⾞椅⼦対応の向上 ③サービス介助知識等の習得【拡充】

（3）危機管理対応の強化
新型コロナウイルス感染症をはじめ、地震、風水害などの⾃然災害、テロや悪質・危険運転などによる事件・事故の発⽣など、リスク

の多様化に対応し、乗客・乗務員の安全確保と、公共交通機関として事業継続を図るため、以下の事項に取り組み、危機管理対
応の強化を図ります。
①事故・交通トラブル発⽣時の安全確保【拡充】 ②災害時の対応強化【拡充】 ③非常時の対応強化【拡充】

（4）定時性の確保
季節等による交通環境の変化に対応し、信頼できる公共交通機関としての役割を果たせるよう、以下の事項に取り組み、定時性

の確保に努めます。
①雪国あおもりのダイヤ編成 ②遅延運⾏の改善 ③交通関係機関との連携

（5）バス待ち・乗⾞環境の向上
お客様がより快適な環境で安⼼してバスを利⽤できるよう、バス待ち・乗⾞環境の向上を図るため、以下の事項に取り組み、これま

で以上に利⽤しやすい環境整備に努めます。
①バス待ち環境の整備 ②接遇マナーの向上【拡充】

（1）利用状況に応じたダイヤ編成
お客様の利⽤状況や多様なニーズの把握に努め、より利便性が⾼く効率的な運⾏を実施するため、以下の事項に取り組み、運⾏

の適正化を図ります。
①通勤・通学ダイヤの強化 ②買物・通院ダイヤの強化 ③観光・レジャーへの対応の強化
④交通結節点等との連携強化【拡充】

（2）ICTを活用したサービス向上
情報通信技術の進展等に伴い、交通サービスへの活⽤が活発化しており、お客様がより安⼼して、便利にバスを利⽤できるよう、以

下の事項に取り組み、情報通信技術の活⽤によるサービスの利便性向上を図ります。
①キャッシュレス化の推進【新】 ②運⾏情報の充実【新】 ③情報のオープン化

（3）料⾦のあり方の検討
利⽤者の確保やサービス向上に向け、利⽤に応じてポイントを付与する新たなサービスの導⼊を進めるとともに、運賃制度の⾒直し

など、料⾦のあり⽅について検討します。
①利⽤ポイント制の導⼊【新】 ②運賃制度などの検討

1 安全で信頼のあるサービスの提供

2 ニーズに対応したサービスの提供

１ ⾼い安全意識を持ち、安全・安⼼なサービスを提供します。

２ 常に問題意識を持ち、サービスの向上に取り組みます。

３ 持続可能な経営基盤の構築を目指します。

４ 公共交通機関として、まちづくりと連携しながら取組を進めます。

⻘森市⾃動⾞運送事業経営戦略（2021－2030）
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